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１ 策定の目的 

本市の上下水道整備は、市街地形成に併せ進めてきました。市街地の一定の成

熟にともない、これまで整備した施設や管路の老朽化が進んでいます。また、施設

や管路は、地震等の災害に備えた耐震化を進めていくことが課題です。そのために

は、以下の２点を柱に経営改革を進めることとし、その具体的方策を明らかにするた

め「箕面市上下水道事業経営改革プラン（以下、「改革プラン」という。）」を策定しま

す。 

１ 料金（使用料）の値上げは行いません。 

２ 施設・管路の耐震化・更新事業を着実に実施するための資金を確保します。 

 

２ 計画の期間 

    平成２３年度～平成３２年度の１０年間とします。 

      

  

 

 

最初に改革プランのめざす２つの柱（姿）を実現するための目標を示します。詳

細はⅣ・Ⅴをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

→建設改良費の額（上水道事業６億円・下水道事業１０億円）については、平成２０年３月に 

策定した「箕面市上下水道事業経営ビジョン」の中で試算した結果を採用しています。 

     なお、上水道については、平成２５年度・２６年度で施設・管路の更新計画を、下水道につ 

いては、平成２４年度・２５年度で長寿命化計画を策定し建設改良費を精査します。 

 

◇※１・※２・※３の用語の説明はＰ．３０に記載しています。 

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　上下水道事業のめざす姿・目標

めざす姿 目標

上
水
道

下
水
道

○料金（使用料）を値上げしません。

○施設・管路の耐震化・更新事業を
　 着実に実施するための資金を確保
   します。

現行料金の範囲内で

○料金回収率※１　１００％を目指します。
　　中間目標　　Ｈ２７　　９８％
　　最終目標　　Ｈ３２　１００％

○建設改良費※２を６億円確保します。

○経費回収率
※３

　１００％以上を堅持します。
　
○建設改良費（流域下水道負担金含む）を
　１０億円確保します。
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１ 上下水道事業の収支構成 

    ここでは、上下水道事業の経営状況と課題を示しますが、前段で公営企業会計

のしくみを簡単に述べます。 

 

○企業会計は、「収益的収支」と「資本的収支」の２本立てになっています。 

○収益的収支とは、当該年度の企業の経営活動で発生する収益（収入）と、それに

対応する費用（支出）で、収入は、サービスの提供の対価としての料金収入が主

体です。支出にはサービス提供に要する職員給与費、支払利息、建物などの固

定資産の減価償却費などが計上されます。 

○他方、資本的収支とは、企業の事業によるサービス提供を維持し、将来的な利用

増に対処するとともに、経営規模の拡大を図るために要する諸設備の整備・拡充

などの資産の取得に要する経費や、施設の取得に要した企業債の元金償還金

などの支出と、資産の取得に要する企業債などの収入が計上されます。 

 

  収支構成（概念）は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ　上下水道事業の経営状況について

 

【資
本
的
収
支
】

 

【
収
益
的
収
支
】

 

支
出 

収
入 

収益的収支において現金の支

出を伴わない経費（減価償却） 

＋ 利益 ＋ 積立金 等で 

資本的収支の差分を補填 

 

支
出 

収
入 

 

受水費／流域下水
道負担金 

その他 

企業債等 

給水収益／下水道使用料 
納付金／他会計負
担金 

人件費 支払利息 その他 減価償却費 純損益 

補てん財源 

企業債償還金 建設改良費 

給水コストを料金で賄える

よう費用削減 

耐震化、老朽施設更新のための建

設改良資金の確保 

会計を模式的に表現したもので、金額や 

構成比率などを示したものではありません。 
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２ 上下水道事業の経営状況 

（１）上下水道損益の推移 

平成１０年度から平成２２年度の間の上下水道事業の損益状況は次のグラフ 

のとおりで、下水道事業は、平成１５年度から公営企業法を適用し、企業会計 

を導入しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  → 上水道事業については、平成１２年度に赤字となった以外は黒字を計上して 

います。下水道事業については、平成１５年度に赤字になって以外は、黒字を 

計上しています。 

 

（２）料金回収率（上水道）・経費回収率（下水道）の推移 

経営状況を示す一つの指標である料金回収率（上水道）・経費回収率（下水道）

の平成１０年度から平成２２年度の推移は次のグラフのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
→ 上水道は、平成１３年度の料金改定により料金回収率が１０％ポイント改善しましたが、 

１００％には届かない状態が続いています。 

    下水道は、企業会計導入時７０％であった経費回収率が平成１６年度以降急速に改善 

し、平成１８年度に１００％達成しています。 
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（３）上水道事業の損益と納付金の推移 

○上水道事業の損益と納付金の推移は次のグラフのとおりです。 

○安全な水を届けるためには、浄水施設、配水管等の整備が必要であり、多額

の費用が生じます。納付金とは、これまでの施設整備の費用を、公平に負担し

ていただくため、新たな水道利用者に負担（納付）いただくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 納付金は、新規住宅建設という社会・経済状況に大きく左右されます。将来的に大規模な 

新規住宅建設が見込めず、納付金に依存しない収益構造に転換していくことが課題です。   

 

（４）上水道事業の供給単価と給水原価の推移 

   水道水１ｍ３当たりの料金収入（供給単価）及び水道水１ｍ３当たりの給水に要す

る費用（給水原価）の推移は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 給水原価と供給単価とを比較すると、給水原価が供給単価を上回っている状況が続いて

おり、この（単価－原価）のマイナス分を納付金で補っているのが実態です。 持続的な水

道経営をしていくためには、納付金に依存した収益構造からの転換とともに、給水に要す

る費用を料金収入ですべて賄う収益構造とすることが必要です。 
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（５）下水道事業～良好な経営の背景～ 

ア 企業会計導入（平成１５年度）に向けた減量経営（人員削減） 

  下水道事業の減量経営の一つとして、職員数の削減を図ってきました。職員数

の推移は次のグラフのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
→ 下水道事業は、平成１５年度の企業会計導入に向け、職員削減に取り組みました。また、

企業会計導入後も引き続き削減に努めています。 

平成２２年度と平成１０年度の職員数を比較すると１３人削減しています。 

 

イ その他継続した費用削減 

下水道会計における費用科目ごとの金額の推移は次のグラフのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
→  減価償却費、流域下水道維持管理負担金及び支払利息の義務的経費で費用全体

の約８０％強を占めています。支払利息については、補償金免除繰上償還制度を活用

し経費削減を図りました。
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１ これまでの主な経緯と経営環境 

○本市の水道事業は、昭和２６年(１９５１年)４月、浅井戸を水源とした西小路水源

地からの給水を開始しました。水道施設・管渠等の整備は、新たな市街地が西

部から東部地域へと広がるのにあわせ進めてきました。 

○経営状況は、平成１３年度の料金値上げ以降黒字を計上していますが、納付金

に依存した内容であり、体質の転換が必要となっています。 

○また、これまで整備してきた浄水・受水・配水の主要施設や管路などが、いずれ

も耐用年数を経て更新時期を迎えます。安全・安心・安定した給水のためには、

施設・管路の耐震化及び老朽化した管路の更新を計画的、効率的に進めていく

ことが課題となっています。 

 

２ 今後の収支見通し ～このまま何もしない場合は経営状況が悪化～ 

○ 平成２１年度（決算）から平成２３年度（当初予算）までの経営状況に基づき、平

成２４年度以降、何も経営改善の手だてを講じない場合の財政収支を推計したも

のを下表に示しました。 

○当年度純損益は平成２６年度から赤字に転落します。料金単価と給水原価との

差は、平成２４年度にマイナス２２円８２銭と最大になり、平成２７年度においてもマ

イナス１５円２２銭となります。また、料金回収率も平成２４年度に８８．０４％まで落

ち込み、平成２７年度においては９１．６６％となります。 

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度
（決算） （予算） （予算） （推計） （推計） （推計） （推計）

2,953 2,922 2,838 2,718 2,703 2,593 2,572

2,716 2,736 2,670 2,705 2,663 2,607 2,581

人件費 457 470 475 475 475 475 475

受水費 1,145 1,142 990 995 996 995 996

物件費 539 562 661 687 644 594 579

資本費 575 562 544 548 548 543 531

237 186 168 13 40 -14 -9

（ａ） 178.73 178.76 168.50 167.97 167.66 167.42 167.30

（ｂ） 193.85 192.90 181.28 190.79 188.42 184.53 182.52

-15.12 -14.14 -12.78 -22.82 -20.76 -17.11 -15.22

92.20 92.67 92.95 88.04 88.98 90.73 91.66

このまま何もしない場合の財政収支見通し（平成23年度推計）

当年度純損益

供給単価（円／ｍ３）

区　分

(単位：百万円）

給水原価（円／ｍ３）

差（ａ－ｂ）

料金回収率（ａ／ｂ）

収益的収入

収益的支出

 

Ⅳ　上水道事業の経営改善について
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３ 経営改革の目標 

（１）目標料金回収率・目標年次 

○料金回収率は、供給単価と給水原価の関係を表しており、経営の健全性

を示す指標のひとつです。健全な経営状態とは、給水にかかる費用は、

すべて料金で賄っている状態であり、料金回収率の改善をめざします。 

○数値目標は料金回収率１００％、達成時期の目標は平成３２年度とします。 

なお、平成３２年度までのプロセスとして、前半期の集中改革によって、平成27

年度で料金回収率９８％を目標とします。 

                          （料金回収率） 

      中期目標 平成２７年度        ９８％ 

      最終目標 平成３２年度        １００％ 

 

（２）経費削減必要額の算定 

料金回収率１００％を達成するためには、平成２３年度予算における経費をい 

くら削減することが必要か算定しました。 

ア 今後の有収水量・料金収入見込み （Ｈ２３年度推計） 

 

 

 

 

 

※今後の１０年間を見通すとき、平成２７年度以降の料金収入は 

２，３４６，３５６千円………Ａ 

（供給単価は１６７．３０円）  

イ 経費削減必要額 

（ア） 平成 23 年度予算における（料金回収率に関係する）費用 

          ２，５４２，４４０千円………Ｂ 

   （イ）今後の経費変動見込み額 

       

 

 

 

 

 

          

項目 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 以後同数値で推移

有収水量（千ｍ
３
） 14,025 14,002 14,024 14,010 14,025

料金収入（千円） 2,363,240 2,351,946 2,351,282 2,345,495 2,346,356

供給単価（円） 168.50 167.97 167.66 167.42 167.30

項目 備 考

受水費 6,000 増

減価償却費 54,723 増
更新事業（耐震化を含む）の本格化により
大幅な増加となる。

計 60,723 増 ‥Ｃ

金額（千円）
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（ウ）その他考慮すべき要因（固定資産除却費など） 

      平成２３年度は、簡易水道の廃止による施設の除却費を計上したため 

通常計上する金額より２０，０００千円多くなりました。 

     →約２０，０００千円減‥‥‥Ｄ 

 

（エ）以上から経費削減必要額は（Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ａ） 

        ２，５４２，４４０千円＋６０，７２３千円－２０，０００千円－２，３４６，３５６千円 

＝２３６，８０７千円 

 

        

 

 

経費削減必要額 約 237，000 千円 
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４ 目標達成のためのプログラム 

（１）人件費（人員）の削減 

ア 管理職の削減 

 兼務の職を増やし、現行の９名を５名とします。 

 

 

 

 

 

 

 

イ 再雇用者の活用 

  常勤職員の削減を図るため、再雇用者の活用や業務の委託拡大を検討します。 

 

 

 

 

ウ 箕面浄水場中央監視業務委託拡大（Ｈ２３～） 

箕面浄水場中央監視業務の委託割合を５０％から７５％に拡大 （２名減） 

エ 水道・下水窓口の一本化（現在、水道・下水で別々に実施している検査・窓

口業務の効率化を図るため一本化を進めます） 

 → 水道事業の収益的収支に位置づけている職員２名を更新・耐震化事業に位置づけ 

ます。 

 

人件費削減の見通し 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

→ 平成２７年度の人件費は平成２３年度と比較すると約９７百万円削減します。 

平成３２年度には約１３３百万円削減します。 

区分 Ｈ２３ Ｈ２７ Ｈ３２

局長 1 0 0

次長級 2 2 2

課長級 6 3 3

計 9 5 5

区分 Ｈ２３ Ｈ２７ Ｈ３２ 差

職員数 48 38 38 ▲10

300

320

340

360

380

400

420

440

460

480

500

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

人件費（百万円）

４７５

３７８

３４２

約97百万円削減
約133百万円削減

効果額効果額効果額効果額    約約約約１３３１３３１３３１３３，，，，００００００００００００千千千千円円円円    
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（２） 企業債の繰上償還による支払利息の軽減 

 

○対象起債 

   昭和５６年度から平成１２年度に借り入れた利率６％以上の６企業債です。 

○繰上償還する未償還元金 

 ３７８百万円  

○繰上償還により削減できる利息は、８８．７百万円ですが、新たに発行する企業 

債の利息を差し引くと、効果額は約５４百万円となります。 

 

（３）物件費の削減 

 

ア 動力費 

業務量が増加しますが、エネルギー効率を高め、費用の増加を抑えます。 

イ 薬品費 

    さらなる経費の増加を抑制します。 

ウ 修繕費 

    桜ヶ丘浄水場の長寿命化工事を行う結果修繕費は増加しますが、施設の長

寿命化により自己水を確保し、受水費の抑制をします。 

エ 委託料 

    給水戸数の増加による検針委託費の増加等により微増する見込みです。 

オ 工事請負費 

    平成２３年度から４年間に約３億４千万円を投資し、集中的に鉛管取替工事

を行い公道部分の取替を完了させます。その後は、平準化により工事費の削

減を図ります。 

カ その他 

       上下水道局庁舎４階で使用する光熱水費などは、負担金として徴収していま

すが、この収入は料金回収率の対象とならないため、支出についても対象から

控除します。     

 

効果額効果額効果額効果額    約約約約５４５４５４５４，，，，００００００００００００千千千千円円円円    

効果額効果額効果額効果額    約約約約５０５０５０５０，，，，００００００００００００千千千千円円円円    
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H23 H27 差 H32 差

① ② ②－① ③ ③－①

動力費 82,244 85,251 3,007 85,251 3,007

薬品費 6,497 6,492 -5 6,492 -5

修繕費 69,634 83,660 14,026 84,079 14,445

委託料 187,802 189,593 1,791 190,103 2,301

工事請負費 72,114 30,700 -41,414 15,700 -56,414

その他 13,500 0 -13,500 0 -13,500

計 431,791 395,696 -36,095 381,625 -50,166

項目

今後の物件費の見通し (単位：千円）

 

 

効果額合計 約 237，000 千円 
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５ 改革プログラム実行後の収益的収支見込み 

○改革プログラム実行後の平成27年度・平成32年度の収益的収支の状況は次

の表のとおりです。 

○更新・耐震化など建設改良事業に年間６億円を計上した場合、減価償却費の

増加が大きくなりますが、プログラムを実施することにより、平成２７年度で料金

回収率は９８％を超え平成３２年度で１００％を達成します。 

 

（１）収益的収支見通し（詳細は参考資料 Ｐ．１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

平成23年度 平成27年度 平成32年度

2,838 2,635 2,593

2,670 2,415 2,374

168 220 219

2,363 2,346 2,346

2,542 2,386 2,345

人件費 475 378 342

支払利息 116 85 62

受水費 990 996 996

物件費 432 395 381

減価償却費 427 444 476

その他 102 88 88

168.50 167.30 167.30

181.28 170.14 167.25

92.95 98.33 100.03

料金収入

項　目

収益

費用

純損益

供給単価（円）

給水原価（円）

料金回収率（％）

料金回収率に影響する費用
　※受託工事費等の経費を除く
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（２）改革実行後の収益的収支に関連する項目の今後の見通し 

供給単価・給水原価の見通し 

  改革プログラムの実施により、供給単価・給水原価は次のとおり推移します。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 平成３２年度の給水原価は１６７円２５銭、供給単価は１６７円３０銭となり、給水原価が 

供給単価を下回ります。                   

   

料金回収率の見通し 

  改革プログラムを実施したとき、しないときの料金回収率を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     → 改革をしなければ平成３２年度の料金回収率は９１．６５％ですが、改革を実行することで、 

平成３２年度の料金回収率は１００．０３％となります。 

181.28

167.25

170.14

167.30

167.30
168.50

155.00

160.00

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

年度

単
価

給水原価 供給単価（円）

料金回収率

91.66 91.66

92.95

98.33

100.03

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

改革未実施 改革実施（％）
回収率

100％ライン
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純損益の見通し 

  改革プログラムを実施したときの純損益の推移です。                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 黒字で推移します。                       

 

損益と納付金の見通し 

  改革プログラムを実施したとき損益と納付金の推移です。                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 平成２７年度以降、納付金に依存した収益構造から徐々に脱却できる見込みです。 

 

純損益

168

117

181

160

220
214

194

208
213

219

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

年度

純損益百万

50

70

90

110

130

150

170

190

210

230

250

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

損益 納付金（百万円）
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６ 資本的収支について 

資本的収支は、水道事業運営上、必要な施設・管路の建設・改良などに要する

経費の収支を表します。お客様がいつでも安心して水道を利用していただくため

には、将来にわたり安定した供給体制を確立する必要があります。 

今後の課題は、水道施設の更新及び耐震化を着実に進めることです。 

 

（１）施設・管路の耐震化の状況 

        

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後の耐震化の進め方 

   ○配水施設については、残る１９％の耐震化を順次進めます。 

     →新稲高区配水池・新稲低区配水池・箕面高区配水池 

   ○管路については、整備が遅れている幹線管路整備について、箕面市上水道

第５次拡張事業の中で進めていきます。さらに、平成２５年度から平成２６年度

にかけて「施設・管路の更新計画」を策定する中で優先順位を定め、整備を進

めていきます。 

箕面市 全国平均

受水施設 １００

配水施設 ８１ ３８

幹線管路 ２６ ３１

耐震化率（％）
区分

（平成22年度末現在）
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（３）資本的収支の状況 

ア 資本的支出の推移と補填財源 

    資本的支出の額及びその財源である資本的収入及び補填財源措置額の推 

移は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 資本的支出の資金は、資本的収入をもって充てますが、支出の不足額には補填財源を 

充てます。補填財源としては、利益準備金や内部留保されている減価償却費などを充 

てます。 

 

イ 資本的収入の推移と収入内訳 

    資本的収入額及びその内訳である企業債発行額、その他収入額の推移は 

次のグラフのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 資本的収入としては、企業債及びその他収入（工事負担金、国庫補助金等）があります。 

平成１７年度は、箕面浄水場膜ろ過設備設置に係る起債発行を行ったため、収入に対し 

ての企業債の割合が９３％を占めました。 

資本的支出の財源内訳

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

資本的収入 補填財源（百万円）

資本的支出

補填財源措置

資本的収入

資本的収入の内訳

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

その他収入 企業債発行額（百万円）

資本的収入

企業債発行額

その他収入
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ウ 企業債残高と償還額の推移 

建設改良投資等のために発行した企業債の残高と企業債償還額の推移は次

のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  → 平成１９年度と平成２２年度に補償金免除繰上償還を活用し、企業債残高、支払利息の 

削減を図りました。 

 

（４） 資本的収支における方針 

○建設改良投資は年間最大６億円を計上します。 

○なお、平成２５年度・２６年度に施設・管路の更新計画を策定する際、将来の投資

額の精査を行います。 

○経費の財源として「企業債」を借り入れる場合、借入額は元金償還額の範囲内と

し、起債残高をできる限り削減します。 

○国の補助金や交付金などの特定財源の確保に努めます。 

○企業債については、今後も補償金免除繰上償還制度を積極的に活用します。 
 

（５） 施設の計画的な更新や震災対策の強化などの具体内容 

○耐震化の推進 

   ・新稲高区・低区配水池耐震化 

   ・箕面高区配水池耐震化 

   ・配水管増補改良工事 

   ・送水管設備更新工事 

○配水幹線の二重化の推進 

・新稲高区配水池バックアップ工事 

・配水幹線敷設工事 

○耐震化・更新事業に必要な経費を平準化するため、平成２５年度・２６年度の２

ケ年で「水道施設更新計画」を策定します。 
 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

0

100

200

300

400

500

600

700

企業債残高 企業債償還費残高（百万円） 償還額（百万円）

企業債残高（左） 償還額（右）
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（６） 資本的収支の見通し 

資本的収支の見通し（詳細は参考資料 Ｐ．２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度末資金残高・企業債残高 

 

 

 

 

 

（７）改革実行後の資本的収支の推移 

建設改良費、償還金、起債の見通し 

  改革プログラムを実施したときの建設改良費、企業債償還金及び企業債発行額

の推移は次のとおりです。             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 施設の計画的な更新や震災対策の強化を進めるため、建設改良費をできるだけ多く 

手当てします（最大６億円）。企業債の借り入れは償還金の範囲内に抑制します。  

0

100

200

300

400

500

600

700

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

建設改良費 企業債償還金 企業債発行額（百万円）

　6億円

耐震化の促進
老朽管の更新
配水幹線の二重化

建設改良費

企業債償還金

企業債発行額

単位：百万円

平成23年度 平成27年度 平成32年度

企業債 79 79 200

工事負担金 7 8 8

その他 1 0 0

計 87 87 208

建設改良費 388 592 620

企業債償還金 411 317 293

計 799 909 913

△７１１ △８２２ △７０５

705
（損益勘定留保資金等）

822711

収
　
入

単年度収支

補てん財源

項　目

支
　
出

単位：百万円

平成23年度 平成27年度 平成32年度

1,129 837 526

4,074 3,244 2,580

年度末資金残高

企業債残高

項　目
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年度末資金残高の見通し 

  改革プログラムを実施したときの年度末資金残高の推移は次のとおりです。             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→建設改良投資６億円を確保しながら年度末資金残高は５億円以上確保します。  

 

企業債残高の見通し 

  改革プログラムを実施したときの企業債残高の推移は次のとおりです。             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→平成２３年度、約４０億円あった企業債残高は約１５億円減少します。 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

年度末資金残高

5億円

（百万円）

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

企業債残高
（百万円）

40．7億円

25．8億円

14．9億円減少
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７ 改革実行後の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　○料金回収率１００％以上を達成しています。
　　○建設改良費は６億円を確保し、計画的・着実に施設・管渠の耐震化、更新を進めています。
　　○年度末資金残高は５億円確保しています。
　　○企業債残高は平成２３年度と比べ、約１５億円減少しています。
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１ これまでの主な経緯と経営環境 

○本市の下水道事業は、昭和４２年度（１９６７年度）に着手し、昭和４４年度（１９６

９年度）から供用を開始しました。 

○その後順次整備を実施し、平成１２年度（２０００年度）末に止々呂美地区の整

備が完了し、ほぼ全市域で下水道利用ができるようになりました。 

○また、平成１５年度（２００３年度）には地方公営企業法の全部適用を行いまし

た。 

○下水道事業の経営改善については、平成１５年度の公営企業法適用に向け、

大幅な人員削減を進めるとともに、公営企業法適用後も人員削減、物件費及

び支払利息等の経費削減を進めました。 

○平成１６年度の料金値上げ以降黒字を計上し、料金回収率も平成１８年度には

１００％を超え、健全経営を堅持しています。 

○今後の課題は、下水道事業の目的である公衆衛生の維持及び水害の防止を

図るため、管渠の耐震化及びこれまで整備してきた汚水・雨水の老朽管渠の

更新を計画的、効率的に進めていくことが課題となっています。 

 

２ 今後の目標・方針 

   ○水需要の減少により、使用料収入が減少する中、経費回収率１００％以上の健

全財政を堅持し、今後発生する管渠等の更新等のための資金を確保します。 

○建設改良投資（流域下水道負担金を含む）と年度末資金残高との均衡がとれ

るのは、８億円から９億円と見込まれます。平成３０年度以後、集中して管渠等

の更新が必要と見込まれ、当面の間は年間１０億円を投資していく予定です。 

○なお、平成２４年度・２５年度に長寿命化計画を策定する際、将来の投資額の

精査を行います。 

○費用の財源として「企業債」を借り入れる場合、借入額は元金償還額の範囲内

とし、起債残高をできる限り削減します。 

○国の補助金や交付金などの特定財源の確保に努めます。 

○企業債返済については、今後も補償金免除繰上償還制度が実施されれば、こ

れを積極的に活用します。 

Ⅴ　下水道事業の今後の方向性について
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３ 収益的収支見通し 

○下水道使用料は減少する見込みです。 

○費用はやや減少する見込みです。 

○純損益は、費用がやや減少するものの、収入の減少が上回るため、１億円以

上の利益は確保しますが、利益幅は減少する見込みです。 

○人件費、流域下水道維持管理負担金は微増する見込みです。 

○減価償却費は増加する見込みです。 

○支払利息は、補償金免除繰上償還制度の効果が生じ、減少する見込みです。 

 

収益収支の見通し（詳細は参考資料 Ｐ．３） 

（単位：百万円）

平成23年度 平成27年度 平成32年度

1,769 1,731 1,704

1,608 1,593 1,598

161 138 106

1,527 1,507 1,499

1,430 1,407 1,415

人件費 73 73 73

流域維持管理負担金 508 512 517

減価償却費 595 618 672

支払利息 179 154 103

その他 75 50 50

109.19 107.98 107.98

102.25 100.86 101.90

106.79 107.06 105.97

料金収入

項　目

収益

費用

純損益

使用料単価（円）

処理原価（円）

経費回収率（％）

経費回収率に影響する費用
　※雨水処理負担金等の経費を除く
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 《収益的収支に関連する項目の今後の見通し》 

  使用料単価・処理原価の見通し  

    使用料単価・処理原価の推移は次のとおりです。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 平成３２年度の使用料単価は１０７円９８銭。処理原価は１０１円９０銭。コストを料金で 

賄っています。 

 

経費回収率の見通し 

    経費回収率の推移は次のとおりです。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 経費回収率は１００％以上で推移します。 

109.19

107.98 107.98

102.25

100.86

101.90 

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

年度

単

価

使用料単価 処理原価（円）

106.79
107.06

105.97

100.00

101.00

102.00

103.00

104.00

105.00

106.00

107.00

108.00

109.00

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２
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純損益の推移 

純損益の推移は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 純損益は除々に減少しますが１億円以上の黒字を維持します。 

 

 

純損益

105

138

161

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

年度

純損益
（百万円）
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４ 資本的収支について 

   資本的収支は、下水道事業運営上、必要な施設・管渠の建設・改良などに要す

る経費の収支を表します。公衆衛生の維持及び水害防止のため、将来にわたり安

定した汚水・雨水処理体制を確立する必要があります。 

今後の課題は、下水道施設・管渠の耐震化及び更新を着実に進めることです。 

 

（１）耐震化・更新事業の推進 

  ア 耐震化の推進 

下水道地震対策緊急整備計画（平成２１年度～平成２５年度）に基づいて、 

下水道施設の耐震化を進めます。 

（ア）緊急輸送路（国道１７１号牧落交差点から瀬川）に埋設されておりかつ流

域下水道幹線に接続している汚水幹線管渠の耐震化工事を実施します。 

(φ700ｍｍ～1100ｍｍ  L=2984m) 

（イ）緊急輸送路（国道１７１号牧落交差点から半町）に埋設されている雨水幹

線管渠の耐震化工事を実施します。 (φ700ｍｍ～1650ｍｍ  L=1354m) 

（ウ）萱野汚水中継ポンプ場、広域避難地および防災拠点から排水を受ける汚

水管渠の調査・診断、対策検討・工事を実施します。 

 (φ250ｍｍ～1000ｍｍ  L=9024m) 

  イ 更新事業の推進 

・埋設年度の古い桜井排水区から下水道管内ＴＶカメラ調査、診断を実施  

（調査延長６０，７７４m）し、平成２５年度に「桜井排水区下水道施設長寿命化

計画」を策定し、平成２６年度から５ヶ年で改築工事を実施します。「下水道施

設長寿命化計画」は、桜ヶ丘、箕面排水区と排水区毎に順次、調査、診断を

実施し、改築工事を行います。 

・「長寿命化計画」に基づき、平準化された耐震化・更新事業に必要な経費を

算定します。 
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（２）資本的収支の推移 

資本的支出及びその財源となる資本的収入及び補填財源は次のグラフのとおり

推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 → 資本的収支では、支出が収入を上回っています。その差分は内部留保されている損益勘定 

留保資金や積立金を補填財源として充当しています。 

 

（３）企業債残高と償還額の推移 

建設改良費等に充てるため発行した企業債の残高及び企業債償還金額は 

次のグラフのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  → 繰上償還などを活用した積極的な償還に努め、企業債残高は順調に減少しています。 

（対平成１５年度比▲２８億８１百万円 ▲３２．２％） 

資 本 的 支 出 の 推 移 と 財 源 内 訳

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 ,0 0 0

1 ,2 0 0

1 ,4 0 0

1 ,6 0 0

1 ,8 0 0

Ｈ １ ５ Ｈ １ ６ Ｈ １ ７ Ｈ １ ８ Ｈ １ ９ Ｈ ２ ０ Ｈ ２ １ Ｈ ２ ２

資 本 的 収 入 補 填 財 源（ 百 万 円 ）

資 本 的 支 出

補 填 財 源 措 置

資 本 的 収 入

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

企業債残高 企業債償還残高（百万円） 償還（百万円）

企業債残高（左）

企業債償還（右）
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（４）資本的収支の見通し（詳細は参考資料 Ｐ．４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度末資金残高・企業債残高 

 

 

 

 

 

 

単位：百万円

平成23年度 平成27年度 平成32年度

年度末資金残高 1,454 2,112 1,532

企業債残高 6,276 5,731 5,040

項　目

単位：百万円

平成23年度 平成27年度 平成32年度

企業債 277 200 200

国庫補助金 107 150 150

その他 94 73 40

計 478 423 390

建設改良費 417 657 900

流域下水道負担金 91 98 100

企業債償還金 347 389 299

その他 440 0 0

計 1,295 1,144 1,299

△８１７ △７２１ △９０８

項　目

支
　
出

817 908
（損益勘定留保資金等）

721

収
　
入

単年度収支

補てん財源
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建設改良費、償還金、起債の見通し               

   建設改良費の推移及び企業債償還金額、企業債発行額の見通しは次のとおり

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 老朽管渠の計画的な更新、地震対策の強化などの建設改良を進めるため、流域下水道 

建設負担金と合わせ１０億円の事業費を確保します。企業債の借り入れは償還金の範囲内 

に抑制します。 

  

年度末資金残高の見通し 

  現金などの資金の残高の見通しは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 建設改良費（１０億円）を確保しながら、平成３２年度で資金残高１５億円以上を確保 

します。 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

建設改良費 企業債等償還金 企業債
（百万円）

１０億円

地震対策
老朽管の更新
　　（長寿命化）

建設改良費

企業債償還金

企業債発行額

 
年 度 末 資 金 残 高

0 .0

5 .0

1 0 .0

1 5 .0

2 0 .0

2 5 .0

Ｈ ２３ Ｈ ２ ４ Ｈ ２ ５ Ｈ ２ ６ Ｈ ２ ７ Ｈ ２ ８ Ｈ ２ ９ Ｈ ３ ０ Ｈ ３１ Ｈ ３２

年 度 末 資 金 残 高

1 5 億 円
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企業債残高の見通し 

  建設改良投資等のために発行した企業債の残高の見通しは次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→企業債残高は約１２億円削減し約５０億円までに縮減します。 

 

５ 将来の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

企業債残高

6，276百万円

5，040百万円

1，236百万円減少

（百万円）

　　○経費回収率１００％以上の健全経営を堅持しています。
　　○建設改良費は１０億円を確保し、計画的・着実に管渠の耐震化、更新を進めています。
　　○年度末資金残高は１５億円を確保しています。
　　○企業債残高は平成２３年度と比べ、約１２億円減少しています。
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（１）計画策定による修正 

現時点での改革プランにおける建設改良費の見込額は上水道事業６億円、下水

道事業１０億円と設定しています。今後、上水道については施設・管理の更新計画

の策定、下水道については長寿命化計画の策定を通じて建設改良費の精査を行

い、その結果に応じて、さらなる利用者への還元や経営体制について検討を進めま

す。 

 

ア 上水道事業 

○平成２３年度において、今後３０年から４０年先の水道施設の姿を見据えた「水

道施設整備基本構想」を策定しました。平成２４年度はこの構想にもとづく「基

本計画」を策定します。 

○平成２５年度、２６年度において施設・管路の更新計画を策定し、現在６億円と

設定している建設改良費を精査します。 

○精査結果に基づき、投資と収益のバランスを勘案しながら、さらなる利用者へ

の還元策や経営体制について検討します。 

イ 下水道事業 

○平成２４年度、２５年度において長寿命化計画を策定し、現在１０億円と設定し

ている建設改良費を精査します。 

○精査結果に基づき、経費回収率を１０５％から１００％に見直すこととあわせて、

料金の値下げを検討します。 

 

（２）評価 

     評価は、箕面市水道事業及び公共下水道事業運営審議会の補助機関として、

改革プランの評価を行う専門部会を設置し行います。評価の時期は、年１回、決

算時とします。 

Ⅵ　今後の進め方
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（３）公表 

評価結果は、ホームページで公表します。 

 

スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の説明  

※１ 料金回収率とは… 

      水道利用者からいただいた料金で、水道水を届けるために要する経費をどれだけ賄

えているかを表したものです。  

       料金回収率＝供給単価※４÷給水原価※５×１００ 

※２ 建設改良費とは… 

      事業における固定資産の新規取得又は増改築等に要する経費です。 

 ※３ 経費回収率とは… 

      下水道使用者からいただいた使用料で、下水道事業に要する経費をどれだけ賄えて

いるかを表したものです。  

      経費回収率＝使用料単価※６÷処理原価※７×１００ 

 ※４ 供給単価とは… 

      水道水１ｍ３当たりの料金収入（水道料金／年間有収水量） 

 ※５ 給水原価とは… 

      水道水１ｍ３当たりの給水に係る費用（費用／年間有収水量） 

 ※６ 使用料単価とは… 

      下水道１ｍ３当たりの使用料収入（下水道使用料／年間有収汚水量） 

 ※７ 処理原価とは… 

      下水道１ｍ３当たりの処理に係る費用（汚水処理費用／年間有収汚水量） 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

水道施設整備
基本計画策定

審議会（専門部会）
評価
　↓

公表（ホームページ）

毎年１回実施

下水道
長寿命化計画策定

上水道

施設・管路更新計画策定

見直し 見直し結果にもとづく計画の実施

見直し 見直し結果にもとづく計画の実施
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